平成30年度　職層別研修　能力向上部門「政策形成」事前調査用紙
研究テーマ『広域連携』
団体 　　　　 　　　　　所属　 　　　　　課   　　　　　係　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎研究テーマ設定の背景　

平成12年4月、地方分権一括法が施行され、地方自治制度の姿が一新されました。基礎自治体は住民に最も身近な存在として、自らの責任と判断で住民の負託に応えていくことが求められています。
一方、行政を取り巻く環境は少子高齢化の進行や人口減少社会の到来、そして地域の支え合いとして機能を有していたコミュニティの希薄化や住民の価値観の多様化など社会経済・地域社会の状況は大きく　　変容し、公共サービスの担い手としての基礎自治体の負荷は増大するばかりです。
この間、国においては、社会経済情勢の変化に対応できる力と分権の担い手にふさわしい行財政基盤の確立をめざし、合併や広域連携を推進し、基礎自治体の体力増強に努めてきました。
これらの動きは必ずしも人口流出の激しい地方だけに焦点をあてたものではありません。大都市圏においても人口減少は避けられず、少子高齢化の進行は地方より大都市圏の方が今後、より顕著な動きとなることが予測されています。同時に、人口が集中し、行政境を超えて一体的な都市を形成するが故に、日常生活圏と行政圏域の乖離から生じる大都市圏特有の様々な課題も寄せられています。
成長経済から成熟経済へ移行する中、住民サービスの多くを各自治体単独で展開してきた「フルセット」の政策は財政面だけでなく、充実した住民サービスの視点からも限界に近づいてきていると言われています。
このようなことから、今回は「広域連携」に焦点を当て、住民サービスの在り方を広域的な視点から捉え直し、住民サービスをいかに確保、充実させ持続可能なものとしていくかとの視点からテーマを設定しています。
１ 所属団体に研究テーマに関する基本計画・実施計画等がある場合は、必ず一読してきましょう。

 (１)所属団体での「広域連携」取組状況
裏面につづく
(２)あなたが必要と考える広域連携の具体的な取り組み事例
(３)他団体の先進的な取組事例や特色ある施策等


２ 研究テーマ「広域連携」について、所属団体で今後充実していかなければならない取り組みにはどのようなものがありますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※このスペースで書ききれない場合は、別紙に記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※この用紙は研修所ホームページ（http://www.tskweb.jp）からもダウンロードできます。
「トップページ＞研修紹介＞研修書式ダウンロード」をご覧ください。


























































































